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～ブレグジット投票から10年、英国の現在地～

　世界を震撼させた英国の欧州連合（ＥＵ）離脱（ブレグ
ジット）の是非を問う国民投票から10年が経つ。ＥＵの厳
しすぎる規制から解放され、国家主権を取り戻せば、英国
はかつての誇りと栄光を取り戻し、より豊かで、より安全
で、より開かれた国になると訴えた離脱派の主張は、必ず
しも実現していない。英国民の間には離脱への後悔も広
がっており、各種の世論調査では半数以上が「離脱が間
違いだった」と回答している。
　離脱後の英国は、新型コロナウイルスの爆発的な感染
拡大、資源価格の高騰に端を発した歴史的なインフレと
生活困窮、財源の裏付けがない大型減税策の発表で金
融市場の激しい動揺を招いたトラスショックなど、様々な
危機に見舞われてきた。政治の混乱も続き、この10年で
５回首相が交代した。離脱後の英国の経済成長率は下方
屈折し、インフレ率が高止まりするなど、経済パフォーマ
ンスの悪化が続いている。金融業、専門サービス業、人工
知能、バイオなどの分野では引き続き高い競争力を保っ
ているが、通関手続きや原産地証明などの事務負担が増
したことで、最大市場であるＥＵ向けの輸出が伸び悩んで
いる。ＥＵ向けの製造・販売・輸出拠点として英国に進出し
ていた多国籍企業の一部は国外に流出し、産業の屋台骨
を支えてきたＥＵからの移民労働者が国外に流出し、深刻
な労働力不足に陥っている。

離脱後の英国の経済パフォーマンスは悪化

　英国は自由貿易に背を向けるためにＥＵを離脱した訳
ではない。保護主義的なＥＵを離脱し、独自に貿易交渉
をすれば、より多くの国や地域と貿易協定を締結できる
と考えた。実際、離脱を決めた後の英国は、移行期間終
了までに70近くの国や地域と貿易協定を締結した。これ
らの多くは離脱前の英国がＥＵの一員として交わした貿
易協定の焼き直しに過ぎなかったが、英国はその後、
オーストラリア、ニュージーランド、インド、シンガポール
など、離脱前に協定を結んでいなかった国とも貿易協定
を締結した。日本も加わる環太平洋パートナーシップ協
定（CPTPP）にも正式加盟を果たした。だが、ＥＵもその
後、これらの国の多くと貿易協定を締結し、英国がＥＵよ
りも有利な条件で貿易活動を行う余地は限られる。
　離脱後に冷え込んだ英国とＥＵの関係は改善に向かっ
ている。北アイルランドの国境検査の軽減、ＥＵの研究助
成プログラムへの再参加、英国水域でのＥＵの漁業アク
セス継続、英国製品輸出時の食品安全基準や検疫検査
の軽減などで合意した。では、英国が近い将来にＥＵに
再加盟する可能性はあるのだろうか。残念ながら、近い
将来にその可能性は低そうだ。ＥＵの共通通貨の採用見
送り、ＥＵ予算への拠出減免など、離脱前の英国に認めら
れていた特権をＥＵ側が認める可能性は低く、英国民の
多くはそれを受け入れられないからだ。

関係改善に動くが、ＥＵへの再加盟は難しい
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資料1 英国のＥＵ離脱に関する世論調査

（出所）YouGov資料より第一ライフ資産運用経済研究所が作成

資料2 英国の実質ＧＤＰの推移

（出所）英統計局資料より第一ライフ資産運用経済研究所が作成
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